
○東松山市保育の必要性の認定基準等を定める条例施行規則 

平成２６年１０月２０日 

規則第４５号 

改正 平成２７年２月６日規則第３号 

平成２７年１２月２８日規則第５９号 

平成２８年３月３１日規則第３０号 

平成２９年９月２７日規則第３７号 

平成３０年９月２８日規則第４２号 

令和元年９月３０日規則第１２号 

令和３年３月８日規則第２５号 

令和３年９月２９日規則第１０９号 

令和５年９月１日規則第２７号 

令和５年９月２８日規則第３０号 

令和６年８月２１日規則第３１号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、東松山市保育の必要性の認定基準等を定める条例（平成

２６年東松山市条例第２４号。以下「条例」という。）第５条の規定に基づ

き、保育の必要性の認定に関する基準その他教育・保育給付認定について、

必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規則における用語の意義は、条例において使用する用語の例によ

る。 

（保育の認定基準） 

第３条 条例第３条第２号に規定する「妊娠中」とは、出産予定日の属する月

の３月前の１日から出産日の前日までの期間にあることをいう。 

２ 条例第３条第２号に規定する「出産後間がないこと」とは、出産日から起

算して８週間を経過する日の翌日が属する月の末日までの期間にあることを

いう。 

別紙９ 



３ 条例第３条第３号に規定する「疾病にかかり、若しくは負傷し」とは、医

師の診断により治療に１月以上の期間を要すると認められた疾病又は負傷の

状態をいう。 

４ 条例第３条第３号に規定する「精神若しくは身体に障害を有していること」

とは、次の各号のいずれかに該当する者をいう。 

(1) 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）の規定による身体障害

者手帳の交付を受けている者 

(2) 埼玉県療育手帳制度による療育手帳の交付を受けている者 

(3) 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３

号）の規定による精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている者 

５ 条例第３条第４号に規定する「常時介護又は看護していること」とは、１

月あたり６４時間以上介護又は看護することを常態としていることをいう。 

６ 条例第３条第７号に規定する「在学していること」とは、１月あたり６４

時間以上在学していることを常態としていることをいう。 

７ 条例第３条第８号に規定する「訓練を受けていること」とは、１月あたり

６４時間以上訓練を受けていることを常態としていることをいう。 

（保育必要量の認定） 

第４条 小学校就学前子どもの保護者（以下「保護者」という。）のいずれも

が次の各号のいずれかに該当する場合は、条例第４条第１項第１号に規定す

る保育必要量（以下「保育標準時間」という。）に区分する。 

(1) 条例第３条第２号、第３号、第５号、第９号、第１０号又は第１１号に

該当するとき。 

(2) 条例第３条第１号に該当する場合で、１月あたり１２０時間以上労働す

ることを常態としているとき。 

(3) 条例第３条第４号に該当する場合で、１月あたり１２０時間以上介護又

は看護することを常態とするとき。 

(4) 条例第３条第７号に該当する場合で、１月あたり１２０時間以上在学す

ることを常態としているとき。 



(5) 条例第３条第８号に該当する場合で、１月あたり１２０時間以上訓練を

受けていることを常態としているとき。 

(6) 前各号に掲げるもののほか、保育標準時間に区分することが適切である

と認められるとき。 

２ 保護者のいずれかが前項各号のいずれにも該当しない場合は、条例第４条

第１項第２号に規定する保育必要量に区分する。 

（教育・保育給付認定の申請） 

第５条 教育・保育給付認定を受けようとする保護者は、教育・保育給付認定

申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければな

らない。ただし、当該書類により証明すべき事実を公簿等によって確認する

ことができるときは、当該書類を省略することができる。 

(1) 利用者負担額の算定のために必要な事項に関する書類 

(2) 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号。以下「法」という。）

第１９条第２号又は第３号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る認定

を受けようとする場合には、次に掲げる書類 

ア 保護者が条例第３条第１号又は第１１号に該当するとき 就労証明書

（様式第２号） 

イ 保護者が条例第３条第２号に該当するとき 母子健康手帳の写し 

ウ 保護者が条例第３条第３号に規定する疾病にかかり、又は負傷をして

いるとき 診断書（様式第３号） 

エ 保護者が条例第３条第３号に規定する精神又は身体に障害を有してい

るとき 障害状況等申告書（様式第４号）及び障害者手帳の写し、療育

手帳の写し又は精神障害者保健福祉手帳の写し 

オ 保護者が条例第３条第４号に該当するとき 介護・看護状況申告書（様

式第５号）及び介護又は看護を受けている者の診断書、障害者手帳の写

し、療育手帳の写し、精神障害者保健福祉手帳の写し又は介護保険認定

結果通知の写し 

カ 保護者が条例第３条第５号に該当するとき 罹災証明書 



キ 保護者が条例第３条第６号に該当するとき 就労誓約書（様式第６号） 

ク 保護者が条例第３条第７号又は第８号に該当するとき 在学証明書

（様式第７号） 

(3) 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

２ 前項に定める書類は、教育・保育給付認定の効力が発生する日（以下「効

力発生日」という。）の属する月の前々月の１１日から前月１０日（１０日

が東松山市の休日を定める条例（平成２年東松山市条例第４号）第１条に規

定する市の休日に当たるときは、その直前の市の休日でない日）までに提出

するものとする。ただし、法第１９条第１号に掲げる小学校就学前子どもの

区分に係る認定を受けようとする場合及び効力発生日が４月に属する場合は、

それぞれ市長が別に定める期間とする。 

３ 第１項各号に定める書類の準備に要した経費は、申請者の負担とする。 

４ 保護者は、第１項の規定による申請を取り下げようとする場合は、書面に

よりその旨を市長に提出しなければならない。 

（認定と認定結果の通知） 

第６条 市長は、前条第１項の申請があった場合は、同条第２項に規定する期

間の受付者を対象に毎月１回審査の上、教育・保育給付認定をするときは支

給認定証（様式第８号）を交付し、教育・保育給付認定をしないときは教育・

保育給付認定却下通知書（様式第９号）により保護者に通知するものとする。 

（利用者負担額に関する事項の通知） 

第７条 市長は、前条に規定する認定を行ったときは、当該認定に係る保護者

及び当該保護者が利用する特定教育・保育施設等に対して、利用者負担額に

関する事項を通知しなければならない。 

（教育・保育給付認定の有効期間） 

第８条 教育・保育給付認定の有効期間は、次の各号に掲げる小学校就学前子

どもの区分に応じ、それぞれ当該各号に定める期間とする。 

(1) 法第１９条第１号に掲げる小学校就学前子どもの区分に該当する子ど

も（以下「１号認定子ども」という。）の場合 効力発生日から当該１号



認定子どもが小学校就学の始期に達するまでの期間 

(2) 法第１９条第２号に掲げる小学校就学前子どもの区分に該当する子ど

も（以下「２号認定子ども」という。）で、当該２号認定子どもの保護者

が条例第３条第１号、第３号、第４号、第５号、第９号又は第１０号に該

当する場合 効力発生日から当該２号認定子どもが小学校就学の始期に達

するまでの期間 

(3) ２号認定子どもで、当該２号認定子どもの保護者が条例第３条第２号に

該当する場合 次に掲げる期間のうちいずれか短い期間 

ア 前号に掲げる期間 

イ 効力発生日から、当該２号認定子どもの保護者の出産日から起算して

８週間を経過する日の翌日が属する月の末日までの期間 

(4) ２号認定子どもで、当該２号認定子どもの保護者が条例第３条第６号に

該当する場合 次に掲げる期間のうちいずれか短い期間 

ア 第２号に掲げる期間 

イ 効力発生日から、同日から起算して８０日を経過する日が属する月の

末日までの期間 

(5) ２号認定子どもで、当該２号認定子どもの保護者が条例第３条第７号又

は第８号に該当する場合 次に掲げる期間のうちいずれか短い期間 

ア 第２号に掲げる期間 

イ 効力発生日から当該２号認定子どもの保護者の卒業予定日又は修了予

定日が属する月の末日までの期間 

(6) ２号認定子どもで、当該２号認定子どもの保護者が条例第３条第１１号

又は第１２号に該当する場合 条例第３条第１１号又は第１２号に掲げる

事由に該当するものとして認めた事情を勘案して市長が別に定める期間 

(7) 法第１９条第３号に掲げる小学校就学前子どもの区分に該当する子ど

も（以下「３号認定子ども」という。）で、当該３号認定子どもの保護者

が条例第３条第１号、第３号、第４号、第５号、第９号又は第１０号に該

当する場合 効力発生日から当該３号認定子どもが満３歳に達する日の前



日までの期間 

(8) ３号認定子どもで、当該３号認定子どもの保護者が条例第３条第２号に

該当する場合 次に掲げる期間のうちいずれか短い期間 

ア 前号に掲げる期間 

イ 効力発生日から、当該３号認定子どもの保護者の出産日から起算して

８週間を経過する日の翌日が属する月の末日までの期間 

(9) ３号認定子どもで、当該３号認定子どもの保護者が条例第３条第６号に

該当する場合 次に掲げる期間のうちいずれか短い期間 

ア 第７号に掲げる期間 

イ 第４号イに掲げる期間 

(10) ３号認定子どもで、当該３号認定子どもの保護者が条例第３条第７号

又は第８号に該当する場合 次に掲げる期間のうちいずれか短い期間 

ア 第７号に掲げる期間 

イ 効力発生日から当該３号認定子どもの保護者の卒業予定日又は修了予

定日が属する月の末日までの期間 

(11) ３号認定子どもで、当該３号認定子どもの保護者が条例第３条第１１

号又は第１２号に該当する場合 条例第３条第１１号又は第１２号に掲げ

る事由に該当するものとして認めた事情を勘案して市長が別に定める期間 

２ 前項の規定にかかわらず保護者が２人以上いる場合であって、保護者それ

ぞれの教育・保育給付認定の有効期間が違うときは、期間の短い方を有効期

間とする。 

（届出義務） 

第９条 教育・保育給付認定保護者は、毎年別に定める日までに、次に掲げる

書類を市長に届け出なければならない。ただし、当該書類により証明すべき

事実を公簿等によって確認することができるときは、当該書類を省略させる

ことができる。 

(1) 第５条第１項第２号に掲げる書類（当該教育・保育給付認定保護者の小

学校就学前子どもが２号認定子ども及び３号認定子どもである場合に限



る。） 

(2) 利用者負担額の算定のために必要な事項に関する書類 

２ 市長は、前項に規定する届出を受け、当該教育・保育給付認定保護者の利

用者負担額を変更する必要があると認めるときは、当該教育・保育給付認定

保護者及び当該教育・保育給付認定保護者が利用する特定教育・保育施設等

に対して、変更後の利用者負担額に関する事項を利用者負担額変更通知書（様

式第１０号）により通知するものとする。 

（教育・保育給付認定の変更の認定の申請） 

第１０条 教育・保育給付認定保護者は、現に受けている教育・保育給付認定

について次に掲げる事項に変更が生じたときは、教育・保育給付認定の変更

の認定の申請をすることができる。 

(1) 法第１９条各号に掲げる小学校就学前子どもの区分 

(2) 保育必要量 

(3) 教育・保育給付認定の有効期間 

(4) 利用者負担額に関する事項 

２ 前項の規定に基づき教育・保育給付認定の変更の認定の申請をしようとす

る教育・保育給付認定保護者は、教育・保育給付認定の変更申請書（様式第

１１号）に支給認定証を添付して、別に定める日までに、市長に提出しなけ

ればならない。ただし、前項第３号に掲げる事由により変更の認定の申請の

みを行う場合は、支給認定証の添付は要しない。 

３ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。ただし、

当該書類により証明すべき事実を公簿等によって確認することができるとき

は、当該書類を省略することができる。 

(1) 利用者負担額の算定のために必要な事項に関する書類（第１項第４号に

掲げる事項に係る変更の認定の申請を行う場合に限る。） 

(2) 就労状況の変化その他の当該申請を行う原因となった事由を証明する

書類 

（市長の職権による教育・保育給付認定の変更の認定） 



第１１条 市長は、現に教育・保育給付認定を受けている教育・保育給付認定

保護者の３号認定子どもが満３歳に達したときその他市長が必要であると認

めるときは、教育・保育給付認定の変更の認定をすることができる。 

２ 市長は、前項に規定する教育・保育給付認定の変更の認定を行う場合は、

支給認定証返還依頼通知書（様式第１２号）により教育・保育給付認定保護

者に通知し、支給認定証の提出を求めるものとする。 

３ 教育・保育給付認定保護者は、前項に規定する支給認定証返還依頼通知書

を受け取った場合は、速やかに支給認定証を市長へ提出しなければならない。 

（教育・保育給付認定の変更の認定の結果の通知） 

第１２条 市長は、教育・保育給付認定の変更の認定を行ったときは、変更後

の認定内容の記された支給認定証を交付することにより、教育・保育給付認

定保護者へ通知するものとする。 

（教育・保育給付認定の取消し） 

第１３条 市長は、現に教育・保育給付認定を受けている教育・保育給付認定

保護者の２号認定子ども又は３号認定子どもについて保育の必要性がなくな

ったとき、当該教育・保育給付認定保護者が市外へ転出したときその他市長

が必要と認めるときは、当該教育・保育給付認定の取消しをすることができ

る。 

２ 市長は、前項に規定する教育・保育給付認定の取消しを行う場合は、教育・

保育給付認定取消通知書（様式第１３号）により教育・保育給付認定保護者

に通知し、支給認定証の返還を求めるものとする。 

３ 教育・保育給付認定保護者は、前項に規定する教育・保育給付認定取消通

知書を受け取った場合は、速やかに支給認定証を市長へ返還しなければなら

ない。 

（申請内容の変更の届出） 

第１４条 教育・保育給付認定保護者は、教育・保育給付認定の有効期間内に

おいて当該申請を行う保護者の氏名、居住地、生年月日、連絡先、当該教育・

保育給付認定子どもの氏名、生年月日又は当該教育・保育給付認定保護者と



の続柄を変更する必要が生じたときは、速やかに、教育・保育給付認定の変

更申請書に支給認定証を添付して、市長に届け出なければならない。 

２ 前項に規定する届出には、同項の変更事項を証する書類を添付しなければ

ならない。ただし、当該書類により証明すべき事実を公簿等によって確認す

ることができるときは、当該書類を省略させることができる。 

（支給認定証の再交付） 

第１５条 市長は、支給認定証を破り、汚し、又は失った教育・保育給付認定

保護者から、教育・保育給付認定の有効期間内において、支給認定証の再交

付の申請があったときは、支給認定証を交付するものとする。 

２ 前項の申請をしようとする教育・保育給付認定保護者は、支給認定証の再

交付申請書（様式第１４号）に必要事項を記入し、市長に提出しなければな

らない。 

３ 支給認定証を破り、又は汚した場合の前項の申請には、同項の申請書に、

その支給認定証を添付しなければならない。 

４ 支給認定証の再交付を受けた後、失った支給認定証を発見したときは、速

やかにこれを市長に返還しなければならない。 

（委任） 

第１６条 この規則に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、条例の施行の日から施行する。ただし、附則第３項及び第４

項の規定は、公布の日から施行する。 

（東松山市保育の実施に関する条例施行規則の廃止） 

２ 東松山市保育の実施に関する条例施行規則（平成１０年東松山市規則第１

３号）は、廃止する。 

（準備行為） 

３ 法附則第１２条の規定により法の施行前に行うことができるとされた法第

２０条の規定による支給認定の手続に当たり、この規則の施行の日以後に保



育給付を受ける小学校就学前子どもに係る認定については、この規則の施行

前においても第３条から第７条まで及び第９条から第１５条までの規定の例

により行うことができる。 

（保育必要量の認定における特例） 

４ この規則の施行の際現に保育施設等に入所している小学校就学前子どもの

保護者であって、この規則の施行の日以後も継続して入所を希望しているも

のについては、平成２７年度の保育必要量の認定に限り、第４条の規定にか

かわらず、条例第４条第１項各号に規定する区分を選択することができる。 

附 則（平成２７年２月６日規則第３号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２７年１２月２８日規則第５９号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２８年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前の各規則の規定に基づき既に

印刷済みの用紙については、所要の修正を加え、なお使用することができる。 

附 則（平成２８年３月３１日規則第３０号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 行政庁の処分その他の行為又は不作為についての不服申立てに関する手続

であってこの規則の施行前にされた行政庁の処分その他の行為又はこの規則

の施行前にされた申請に係る行政庁の不作為に係るものについては、なお従

前の例による。 

３ この規則の施行の際、第１条の規定による改正前の東松山市情報公開条例

施行規則、第２条の規定による改正前の東松山市個人情報保護条例施行規則、

第４条の規定による改正前の東松山市職員駐車場使用規則、第６条の規定に

よる改正前の東松山市税に関する文書の様式を定める規則、第７条の規定に



よる改正前の東松山市分担金徴収条例施行規則、第８条の規定による改正前

の東松山市市民福祉センター条例施行規則、第９条の規定による改正前の中

国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特

定配偶者の自立の支援に関する法律施行細則、第１０条の規定による改正前

の東松山市生活保護法施行細則、第１１条の規定による改正前の東松山市こ

ども医療費支給に関する条例施行規則、第１２条の規定による改正前の東松

山市保育園設置及び管理条例施行規則、第１３条の規定による改正前の東松

山市特定教育・保育施設等利用者負担金額に関する規則、第１４条の規定に

よる改正前の東松山市家庭的保育事業等設置認可等規則、第１５条の規定に

よる改正前の東松山市保育施設の利用調整等に関する規則、第１６条の規定

による改正前の東松山市児童手当事務処理規則、第１７条の規定による改正

前の東松山市子ども手当事務処理規則、第１８条の規定による改正前の東松

山市平成２３年度における子ども手当の支給等に関する特別措置法に基づく

子ども手当事務処理規則、第１９条の規定による改正前の東松山市放課後児

童クラブ条例施行規則、第２０条の規定による改正前の東松山市ひとり親家

庭等の医療費の支給に関する条例施行規則、第２１条の規定による改正前の

東松山市保育の必要性の認定基準等を定める条例施行規則、第２２条の規定

による改正前の東松山市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業者の確

認等及び業務管理体制に係る届出に関する規則、第２３条の規定による改正

前の障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細則、

第２４条の規定による改正前の東松山市基準該当障害福祉サービス及び基準

該当通所支援事業者の登録等に関する規則、第２５条の規定による改正前の

東松山市身体障害者福祉法施行細則、第２６条の規定による改正前の東松山

市重度心身障害者医療費の助成に関する条例施行規則、第２７条の規定によ

る改正前の東松山市障害者就労支援センター条例施行規則、第２８条の規定

による改正前の東松山市難病患者見舞金支給条例施行規則、第２９条の規定

による改正前の東松山市ホームヘルプサービス等手数料条例施行規則、第３

０条の規定による改正前の東松山市老人福祉法施行細則、第３１条の規定に



よる改正前の東松山市後期高齢者医療に関する条例施行規則、第３２条の規

定による改正前の東松山市国民健康保険に関する規則、第３３条の規定によ

る改正前の東松山市国民健康保険税条例施行規則、第３４条の規定による改

正前の東松山市介護保険条例施行規則、第３５条の規定による改正前の東松

山市母子保健法施行細則、第３６条の規定による改正前の東松山市廃棄物の

処理及び清掃に関する条例施行規則、第３７条の規定による改正前の東松山

市空き地の環境保全に関する条例施行規則、第３８条の規定による改正前の

東松山市土砂等による土地の埋立て等及び不法投棄の規制に関する条例施行

規則、第３９条の規定による改正前の東松山のまちをみんなで美しくする条

例施行規則、第４０条の規定による改正前の東松山市化石と自然の体験館条

例施行規則、第４１条の規定による改正前の東松山市法定外公共物管理条例

施行規則、第４２条の規定による改正前の東松山市土地譲渡益重課税制度に

係る優良宅地認定事務規則、第４３条の規定による改正前の東松山市土地譲

渡益重課税制度及び長期譲渡所得課税の特例制度に係る優良住宅認定事務規

則、第４４条の規定による改正前の東松山市地区計画区域内における建築物

の緑化率の最低限度に関する条例施行規則、第４５条の規定による改正前の

東松山市都市計画法に基づく開発行為等の手続に関する規則、第４６条の規

定による改正前の東松山市土地区画整理事業における清算金の徴収及び交付

に関する規則、第４７条の規定による改正前の東松山市ステーションビル管

理規則、第４８条の規定による改正前の東松山市箭弓町広場イベントスペー

ス使用規則、第４９条の規定による改正前の東松山都市計画東松山市下水道

事業受益者負担に関する条例施行規則、第５０条の規定による改正前の東松

山市介護予防・日常生活支援総合事業指定事業者の指定等に関する規則、第

５１条の規定による改正前の東松山市知的障害者福祉法施行細則、第５２条

の規定による改正前の東松山市在宅重度心身障害者手当支給条例施行規則及

び第５３条の規定による改正前の東松山市障害児通所給付費等の支給等に関

する規則に規定する様式による用紙で、現に残存するものは、当分の間、所

要の修正を加え、なお使用することができる。 



附 則（平成２９年９月２７日規則第３７号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成３０年９月２８日規則第４２号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成３１年４月１日から施行する。ただし、次項の規定は公

布の日から施行する。 

（準備行為） 

２ 平成３１年４月以後に支給認定の効力が発生する申請手続は、この規則の

施行前においても、この規則による改正後の東松山市保育の必要性の認定基

準等を定める条例施行規則の例により行うことができる。 

附 則（令和元年９月３０日規則第１２号） 

（施行期日） 

１ この規則は、令和元年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前の東松山市保育の必要性の認

定基準等を定める条例施行規則に規定する様式による用紙で、現に残存する

ものは、所要の修正を加え、なお使用することができる。 

附 則（令和３年３月８日規則第２５号） 

（施行期日） 

１ この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前の東松山市保育の必要性の認

定基準等を定める条例施行規則（次項において「旧規則」という。）の規定

により作成された文書、様式等については、この規則による改正後の東松山

市保育の必要性の認定基準等を定める条例施行規則の相当規定により作成さ

れたものとみなす。 

３ この規則の施行の際、旧規則に規定する様式による用紙で、現に残存する

ものは、所要の修正を加え、なお使用することができる。 



附 則（令和３年９月２９日規則第１０９号） 

（施行期日） 

１ この規則は、令和３年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 第１条の規定による改正後の東松山市保育の必要性の認定基準等を定める

条例施行規則（次項において「改正後の保育の必要性の認定基準等を定める

条例施行規則」という。）及び第２条の規定による改正後の東松山市子育て

のための施設等利用給付等に関する規則（次項において「改正後の子育ての

ための施設等利用給付等に関する規則」という。）の規定にかかわらず、令

和３年度中に入所するための申請手続については、なお従前の例による。 

３ この規則の施行の際、第１条の規定による改正前の東松山市保育の必要性

の認定基準等を定める条例施行規則（次項において「改正前の保育の必要性

の認定基準等を定める条例施行規則」という。）及び第２条の規定による改

正前の東松山市子育てのための施設等利用給付等に関する規則（次項におい

て「改正前の子育てのための施設等利用給付等に関する規則」という。）の

規定により作成された文書、様式等については、改正後の保育の必要性の認

定基準等を定める条例施行規則及び改正後の子育てのための施設等利用給付

等に関する規則の相当規定により作成されたものとみなす。 

４ この規則の施行の際、改正前の保育の必要性の認定基準等を定める条例施

行規則及び改正前の子育てのための施設等利用給付等に関する規則に規定す

る様式による用紙で、現に残存するものは、所要の修正を加え、なお使用す

ることができる。 

附 則（令和５年９月１日規則第２７号） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、第１条の規定による改正前の認定基準条例施行規則

及び第２条の規定による改正前の施設利用給付規則の規定により作成された



文書、様式等については、改正後の認定基準条例施行規則及び改正後の施設

利用給付規則の相当規定により作成されたものとみなす。 

３ この規則の施行の際、改正前の認定基準条例施行規則及び改正前の施設利

用給付規則に規定する様式による用紙で、現に残存するものは、所要の修正

を加え、なお使用することができる。 

附 則（令和５年９月２８日規則第３０号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（令和６年８月２１日規則第３１号） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、第１条の規定による改正前の認定基準条例施行規則

及び第２条の規定による改正前の施設利用給付規則の規定により作成された

文書、様式等については、改正後の認定基準条例施行規則及び改正後の施設

利用給付規則の相当規定により作成されたものとみなす。 

３ この規則の施行の際、第１条の規定による改正前の認定基準条例施行規則

及び第２条の規定による改正前の施設利用給付規則に規定する様式による用

紙で、現に残存するものは、所要の修正を加え、なお使用することができる。 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



様式第１号（第５条関係） 

様式第２号（第５条関係） 

様式第３号（第５条関係） 

様式第４号（第５条関係） 

様式第５号（第５条関係） 

様式第６号（第５条関係） 

様式第７号（第５条関係） 

様式第８号（第６条関係） 

様式第９号（第６条関係） 

様式第１０号（第９条関係） 

様式第１１号（第１０条関係） 

様式第１２号（第１１条関係） 

様式第１３号（第１３条関係） 

様式第１４号（第１５条関係） 

 


